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１－１－１－11 受注者相互の協力

受注者は、契約書第２条の規定に基づき隣接工事又は関連工事の請負業者と相互に協力し、施工しな

ければならない。 

また、他事業者が施工する関連工事が同時に施工される場合にも、これら関係者と相互に協力しなけ

ればならない。 

１－１－１－12 調査・試験に対する協力

１．受注者は、発注者が自ら又は発注者が指定する第三者が行う調査及び試験に対して、監督職員の指

示によりこれに協力しなければならない。この場合、発注者は、具体的な内容を事前に受注者に通知

する。 

２．受注者は、当該工事が発注者の実施する公共事業労務費調査の対象工事となった場合には、次の各

号に掲げる協力をしなければならない。又、工期経過後においても同様とする。 

(１) 調査票等に必要事項を正確に記入し、発注者に提出する等必要な協力をしなければならない。 

(２) 調査票等を提出した事業所を発注者が、事後に訪問して行う調査・指導の対象になった場合に

は、その実施に協力しなければならない。 

(３) 正確な調査票等の提出が行えるよう、労働基準法等に従い就業規則を作成すると共に賃金台帳

を調製、保存する等、日頃より使用している現場労働者の賃金時間管理を適切に行わなければな

らない。 

(４) 対象工事の一部について下請契約を締結する場合には、当該下請負工事の受注者（当該下請工

事の一部に係る二次以降の下請負人を含む。）が前号と同様の義務を負う旨を定めなければならな

い。 

３．受注者は、当該工事が発注者の実施する諸経費動向調査の対象工事となった場合には、調査等の必

要な協力をしなければならない。又、工期経過後においても同様とする。 

４．受注者は、当該工事が発注者の実施する施工合理化調査の対象工事となった場合には、調査等の必

要な協力をしなければならない。又、工期経過後においても同様とする。 

１－１－１－13 工事の一時中止

１．発注者は、契約書第20条の規定に基づき次の各号に該当する場合においては、受注者に対してあら

かじめ書面をもって通知した上で、必要とする期間、工事の全部又は一部の施工について一時中止を

させることができる。なお、暴風、豪雨、洪水、高潮、波浪、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、

暴動その他自然的又は人為的な事象による工事の中断については、第１編１－１－41臨機の措置によ

り、受注者は、適切に対応しなければならない。 

(１) 埋蔵文化財の調査、発掘の遅延及び埋蔵文化財が新たに発見され、工事の続行が不適当又は不

可能となった場合 

(２) 関連する他の工事の進捗が遅れたため工事の続行を不適当と認めた場合 

(３) 工事着手後、環境問題等の発生により工事の続行が不適当又は不可能となった場合 

２．発注者は、受注者が契約図書に違反し又は監督職員の指示に従わない場合等、監督職員が必要と認
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めた場合には、工事の中止内容を受注者に通知し、工事の全部又は一部の施工について一時中止させ

ることができるものとする。 

３．前１項及び２項の場合において、受注者は施工を一時中止する場合は、中止期間中の維持・管理に

関する基本計画書を監督職員を通じて発注者に提出し、承諾を得るものとする。また、受注者は工事

の続行に備え工事現場を保全しなければならない。 

１－１－１－14 設計図書の変更

１．設計図書の変更とは、入札に際して発注者が示した設計図書を、発注者が指示した内容及び変更設

計の対象となることを認めた協議内容に基づき、発注者が修正することをいう。 

２．受注者は、設計図書に従って変更申請図を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

１－１－１－15 工期変更

１．契約書第15条第７項、第17条第１項、第18条第５項、第19条、第20条第３項、第21条及び第

43 条第２項の規定に基づく工期の変更について、契約書第 23 条の工期変更協議の対象であるか否か

を監督職員と受注者との間で確認する（本条において以下「事前協議」という。）ものとし、監督職

員はその結果を受注者に通知するものとする。 

２．受注者は、契約書第18条第５項及び第19条に基づき設計図書の変更又は訂正が行われた場合、第

１項に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更

日数の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第 23 条第２項に定める協議開始

の日までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 

３．受注者は、契約書第20条に基づく工事の全部若しくは一部の施工が一時中止となった場合、第１項

に示す事前協議において工期変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする変更日数

の算出根拠、変更工程表その他必要な資料を添付の上、契約書第 23 条第２項に定める協議開始の日

までに工期変更に関して監督職員と協議しなければならない。 

４．受注者は、契約書第 21 条に基づき工期の延長を求める場合、第１項に示す事前協議において工期

変更協議の対象であると確認された事項について、必要とする延長日数の算出根拠、変更工程表その

他必要な資料を添付の上、契約書第 23 条第２項に定める協議開始の日までに工期変更に関して監督

職員と協議しなければならない。 

５．受注者は、契約書第 22 条第１項に基づき工期の短縮を求められた場合、第１項に示す事前協議で

工期変更協議の対象であると確認された事項を、可能な短縮日数の算出根拠、変更工程表その他必要

な資料を添付し、契約書第23条第２項に定める協議開始日までに工期変更に関して監督職員と協議し

なければならない。 

１－１－１－16 支給材料及び貸与品 

１．受注者は、支給材料及び貸与品を契約書第15条第8項の規程に基づき善良な管理者の注意をもって

管理しなければならない。 

２．受注者は、支給材料及び貸与品の受払状況を記録した帳簿を備え付け、常にその残高を明らかにし

ておかなければならない。 
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３．受注者は、工事完成時（完成前に工事工程上、支給材料の精算が可能な場合は、その時点。）に、土

木工事にあっては支給品精算書を、港湾工事にあっては支給材料精算書を監督職員を通じて発注者に

提出しなければならない。 

４．受注者は、契約書第15条第１項の規定に基づき、支給材料及び貸与品の支給を受ける場合は、品名、

数量、品質、規格又は性能を記した要求書をその使用予定日の 14 日前までに監督職員に提出しなけ

ればならない。 

５．契約書第 15 条第１項に規定する「引渡場所」については、設計図書又は監督職員の指示によるも

のとする。 

６．受注者は、契約書第15条第９項に定める「不用となった支給材料又は貸与品の返還」の規程に基づ

き返還する場合、監督職員の指示に従うものとする。なお、受注者は、返還が完了するまで材料の損

失に対する責任を免れることはできないものとする。 

７．受注者は、支給材料及び貸与物件の修理等を行う場合、事前に監督職員の承諾を得なければならな

い。 

８．受注者は、支給材料及び貸与物件を他の工事に流用してはならない。 

９．支給材料及び貸与物件の所有権は、受注者が管理する場合でも発注者に属するものとする。 

１－１－１－17 工事現場発生品

１．受注者は、設計図書に定められた現場発生品について、設計図書又は監督職員の指示する場所で監

督職員に引き渡すとともに、合わせて現場発生品調書を作成し、監督職員を通じて発注者に提出しな

ければならない。 

２．受注者は、第 1 項以外のものが発生した場合、監督職員に連絡し、監督職員が引き渡しを指示した

ものについては、監督職員の指示する場所で監督職員に引き渡すとともに、あわせて現場発生品調書

を作成し、監督職員を通じて発注者に提出しなければならない。 

１－１－１－18 建設副産物

１．受注者は、掘削により発生した石、砂利、砂その他の材料を工事に用いる場合、設計図書によるも

のとするが、設計図書に明示がない場合には、本体工事または設計図書に指定された仮設工事にあっ

ては、監督職員と協議するものとし、設計図書に明示がない任意の仮設工事にあたっては、監督職員

の承諾を得なければならない。 

２．受注者は、産業廃棄物が搬出される工事にあたっては、産業廃棄物管理票（紙マニュフェスト）ま

たは電子マニュフェストにより、適正に処理されていることを確認するとともに監督職員に提示しな

ければならない。 

３．受注者は、建設副産物適正処理推進要綱（国土交通事務次官通達、平成14年 5月30日）再生資源

の利用の促進について（建設大臣官房技術審議官通達、平成３年10月25日）建設汚泥の再生利用に

関するガイドライン（国土交通事務次官通達、平成18年6月12日）を遵守して、建設副産物の適正

な処理及び再生資源の活用を図らなければならない。 

４．受注者は、土砂、砕石又は加熱アスファルト混合物を工事現場に搬入する場合には、再生資源利用

計画を作成し、施工計画書に含め監督職員に提出しなければならない。 
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５．受注者は、建設発生土、コンクリ－ト塊、アスファルト、コンクリ－ト塊、建設発生木材、建設汚

泥または建設混合廃棄物を工事現場から搬出する場合には、再生資源利用促進計画を作成し、施工計

画書に含め監督職員に提出しなければならない。 

6．受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、工事完了後速やかに実

施状況を記録した「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を監督職員に提出しなけ

ればならない。 

１－１－１－20 工事完成検査

１．受注者は、契約書第31条の規定に基づき、工事完成通知書を監督職員に提出しなければならない。 

２．受注者は、工事完成通知書を監督職員に提出する際には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさな

くてはならない。 

(１) 設計図書（追加、変更指示も含む。）に示されるすべての工事が完成していること。 

(２) 契約書第17条第１項の規定に基づき、監督職員の請求した改造が完了していること。 

(３) 設計図書により義務付けられた工事記録写真、出来形管理資料、工事関係図等の資料の整備が

すべて完了していること。 

(４) 契約変更を行う必要が生じた工事においては、最終変更契約を発注者と締結していること。 

３．発注者は、工事検査に先立って、監督職員を通じて受注者に対して検査日を連絡するものとする。 

４．検査職員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として契約図書と対比し、次の各

号に掲げる検査を行うものとする。 

(１) 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえ 

(２) 工事管理状況に関する書類、記録及び写真等 

５．検査職員は、修補の必要があると認めた場合には、受注者に対して、期限を定めて修補の指示を行

うことができるものとする。 

６．修補の完了が確認された場合は、その指示日から補修完了の確認日までの期間は、契約書第31条2

項の規定する期間に含めないものとする。 

７．受注者は、当該工事完成検査については、第３編1－１－6第３項の規定を準用する。 

１－１－１－20A 出来高検査 

１．受注者は、契約書第37条第２項の部分払の確認の請求を行った場合、又は、契約書第38条第１項

の工事の完成の通知を行った場合は、出来高に係わる検査を受けなければならない。 

２．受注者は、契約書第37条に基づく部分払いの請求を行うときは、前項の検査を受ける前に工事の出

来高に関する資料を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

３．検査職員は、監督職員及び受注者の臨場の上、工事目的物を対象として工事の出来高に関する資料

と対比し、次の各号に掲げる検査を行うものとする。 

(１) 工事の出来形について、形状、寸法、精度、数量、品質及び出来ばえの検査を行う。 

(２) 工事管理状況について、書類、記録及び写真等を参考にして検査を行う。 

４．受注者は、検査職員の指示による修補については、前条の第５項の規定に従うものとする。 
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５．受注者は、出来高検査については、第３編1－１－6第３項の規定を準用する。 

６．発注者は、出来高検査に先立って、監督職員を通じて受注者に対して検査日を連絡するものとする。 

７．受注者は、契約書第 34 条に基づく中間前払金の請求を行うときは、認定を受ける前に工事履行報

告書を作成し、監督職員に提出しなければならない。 

１－１－１－20B 中間検査

１．中間検査は建設技術者必携に基づき行うものとする。 

２．中間検査は、設計図書において対象工事と定められた工事について実施するものとする。 

３．中間検査は、設計図書において定められた段階において行うものとする。 

４．中間検査の時期選定は、監督職員が行うものとし、発注者は受注者に対して中問検査を実施する旨

及び検査日を監督職員を通じて事前に連絡するものとする。 

５．受注者は、当該中間検査については、第３編 1－１－6 第３項及び第１編１－１－20 第４項の規定

を準用する。 

１－１－１－22 部分使用

１．発注者は、受注者の同意を得て部分使用できるものとする。 

２．受注者は、発注者が契約書第33条の規定に基づく当該工事に係わる部分使用を行う場合には、中間

検査に準じた検査を行い、品質及び出来形等の検査（確認を含む）を受けるものとする。 

１－１－１－23 施工管理 

１．受注者は、工事の施工にあたっては、施工計画書に示される作業手順に従い施工し、品質及び出来

形が設計図書に適合するよう、十分な施工管理をしなければならない。。 

２．受注者は、契約図書に適合するよう工事を施工するために、施工管理体制を確立しなければならな

い。 

３．監督職員は、以下に掲げる場合、設計図書に示す品質管理の測定頻度及び出来形管理の測定密度を

変更することができる。この場合、受注者は、監督職員の指示に従うものとする。これに伴う費用は、

受注者の負担とするものとする。  

（1）工事の初期で作業が定常的になっていない場合  

（2）管理試験結果が限界値に異常接近した場合  

（3）試験の結果、品質及び出来形に均一性を欠いた場合  

（4）前各号に掲げるもののほか、監督職員が必要と判断した場合 

４．受注者は、施工に先立ち工事現場またはその周辺の一般通行人等が見易い場所に、工事名、工期、

発注者名及び受注者名を記載した標示板を設置し、工事完成後は速やかに標示板を撤去しなければな

らない。ただし、標示板の設置が困難な場合は、監督職員の承諾を得て省略することができる。 

５．受注者は、工事期間中現場内及び周辺の整理整頓に努めなければならない。  

６．受注者は、施工に際し施工現場周辺並びに他の構造物及び施設などへ影響を及ぼさないよう施工し

なければならない。また、影響が生じた場合には直ちに監督職員へ連絡し、その対応方法等に関して

監督職員と速やかに協議しなければならない。また、損傷が受注者の過失によるものと認められる場
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合、受注者自らの負担で原形に復元しなければならない。  

７．受注者は、作業員の労働条件、安全衛生その他の労働環境の改善に努めなければならない。また、

受注者は、作業員が健全な身体と精神を保持できるよう作業場所、現場事務所及び作業員宿舎等にお

ける良好な作業環境の確保に努めなければならない。  

８．受注者は、工事中に物件を発見または拾得した場合、直ちに関係機関へ通報するとともに、監督職

員へ連絡しその対応について指示を受けるものとする。 

９．受注者は、高知県が定める「建設工事技術管理要綱」により施工管理を行い、その記録及び関係書

類を直ちに作成、保管し、工事完成時に監督職員に提出しなければならない。ただし、それ以外で監

督職員からの請求があった場合は提示しなければならない。 

なお、「出来形管理基準及び規格値」が定められていない工種については、監督職員と協議の上、

施工管理を行うものとする。 

１－１－１－24 履行報告

受注者は、契約書第 11 条の規定に基づき、履行状況を所定の様式に基づき作成し、監督職員に提出

しなければならない。 

１－１－１－24A 使用人等の管理

１．受注者は、使用人等（下請負者又はその代理人若しくはその使用人その他これに準ずる者を含む。

以下「使用人等」という。）の雇用条件、賃金の支払い状況、宿舎環境等を十分に把握し、適正な労働

条件を確保しなければならない。 

２．受注者は、使用人等に適時、安全対策、環境対策、衛生管理、地域住民に対する応対等の指導及び

教育を行うとともに、工事が適正に遂行されるように管理及び監督しなければならない。 

１－１－１－25 工事関係者に対する措置請求

１．発注者は、現場代理人が工事目的物の品質・出来形の確保及び工期の遵守に関して、著しく不適当

と認められるものがあるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を取

るべきことを請求することができる。 

２．発注者又は監督職員は、主任技術者（監理技術者）、専門技術者（これらの者と現場代理人を兼務す

る者を除く）が工事目的物の品質・出来形の確保及び工期の遵守に関して、著しく不適当と認められ

るものがあるときは、受注者に対して、その理由を明示した書面により、必要な措置を取るべきこと

を請求することができる。 

１－１－１－26 工事中の安全確保

１．受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通省大臣官房技術審議官通達、平成29年３月31日）、

建設機械施工安全技術指針（国土交通省大臣官房技術調査課長、国土交通省総合政策局建設施工企画

課長通達、平成17年３月31日）、「港湾工事安全施工指針（社）日本埋立浚渫協会」、「潜水作業安

全施工指針（社）日本潜水協会」、「作業船団安全運行指針（社）日本海上起重技術協会」及び漁港

関係工事の発注における工事安全対策の配慮事項について（水産庁漁港部建設課長、平成４年11月12
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日）、森林土木工事安全施工技術指針（林野庁森林整備部長、平成15年３月27日）、JIS Ａ 8972（斜

面・法面工事用仮設設備)を参考にして、常に工事の安全に留意し現場管理を行い災害の防止を図らな

ければならない。ただし、これらの指針は当該工事の契約条項を超えて受注者を拘束するものではな

い。 

２．受注者は、工事施工中、監督職員及び管理者の許可なくして、流水及び水陸交通の支障となるよう

な行為、または公衆に支障を及ぼすなどの施工をしてはならない。 

３．受注者は、工事箇所及びその周辺にある地上地下の既設構造物に対して支障を及ぼさないよう必要

な措置を施さなければならない。 

４．受注者は、豪雨、出水、土石流、その他天災に対しては、天気予報などに注意を払い、常に災害を

最小限に食い止めるため防災体制を確立しておかなくてはならない。 

５．受注者は、工事現場付近における事故防止のため一般の立入りを禁止する場合、その区域に柵、門

扉、立入禁止の標示板を設けなければならない。 

６．受注者は、工事期間中、安全巡視を行い、工事区域及びその周辺の監視或いは連絡を行い安全を確

保しなければならない。 

７．受注者は、工事現場の現場環境改善を図るため、現場事務所、作業員宿舎、休憩所又は作業環境等

の改善を行い、快適な職場を形成するとともに、地域との積極的なコミニュケ－ション及び現場周辺

の美装化に努めるものとする。 

８．受注者は、工事着手後、作業員全員の参加により月当たり、半日以上の時間を割当て、次の各号か

ら実施する内容を選択し、定期的に安全に関する研修・訓練等を実施しなければならない。 

(１) 安全活動のビデオ等視覚資料による安全教育 

(２) 当該工事内容等の周知徹底 

(３)  工事の安全に関する法令、通達、指針等の周知徹底 

(４) 当該工事における災害対策訓練 

(５) 当該工事現場で予想される事故対策 

(６) その他、安全・訓練等として必要な事項 

９．受注者は、工事の内容に応じた安全教育及び安全訓練等の具体的な計画を作成し、施工計画書に記

載しなければならない。

10．受注者は、安全教育及び安全訓練等の実施状況について、ビデオ等又は工事報告等に記録した資料

を整備・保管し、監督職員の請求があった場合は直ちに提示するものとする。

11．受注者は、所轄警察署、所管海上保安部、道路管理者、鉄道事業者、河川管理者、港湾管理者、海

岸管理者、漁港管理者、労働基準監督署等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、工事中の安全

を確保しなければならない。 

12．受注者は、工事現場が隣接し又は同一場所において別途工事がある場合は、受注業者間の安全施工

に関する緊密な情報交換を行うとともに、非常時における臨機の措置を定める等の連絡調整を行うた

め、関係者による工事関係者連絡会議を組織するものとする。 

13．監督職員が、労働安全衛生法（平成27年5月改正 法律第17号）第30条第１項に規定する措置を

講じる者として、同条第２項の規定に基づき、受注者を指名した場合には受注者はこれに従うものと

する。 
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14．受注者は、工事中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法（平成27年5月改正 法

律第17号）等関連法令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電気設備等に

ついては、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなければならない。 

15．災害発生時においては、第三者及び作業員等の人命の安全確保をすべてに優先させるものとし、応

急措置を講じるとともに、直ちに監督職員及び関係機関に通知しなければならない。 

16．受注者は、工事施工箇所に地下埋設物件等が予想される場合には、当該物件の位置、深さ等を調査

し監督職員に報告しなければならない。 

17．受注者は、施工中、管理者不明の地下埋設物等を発見した場合は、直ちに関係機関に通報及び監督

職員に連絡し、その処置については占用者全体の現地確認を求め、管理者を明確にしなければならな

い。 

18．受注者は、地下埋設物件等に損害を与えた場合は、直ちに関係機関に通報及び監督職員に連絡し、

応急措置をとり、補修しなければならない。 

１－１－１－27 爆発及び火災の防止

１．受注者は、火薬類の使用については、以下の規定による。  

（１）受注者は、発破作業に使用する火薬類等の危険物を備蓄し、使用する必要がある場合、火薬類取

締法等関係法令を遵守しなければならない。また、関係官公庁の指導に従い、爆発等の防止の措置

を講じるものとする。  

なお、監督職員の請求があった場合には、直ちに従事する火薬類取扱保安責任者の火薬類保安手

帳及び従事者手帳を提示しなければならない。  

（２）現地に火薬庫等を設置する場合は、火薬類の盗難防止のための立入防止柵、警報装置等を設置し

保管管理に万全の措置を講ずるとともに、夜間においても、周辺の監視等を行い安全を確保しなけ

ればならない。 

２．受注者は、火気の使用については、以下の規定による。  

（１）受注者は、火気の使用を行う場合は、工事中の火災予防のため、その火気の使用場所及び日時、

消火設備等を施工計画書に記載しなければならない。  

（２）受注者は、喫煙等の場所を指定し、指定場所以外での火気の使用を禁止しなければならない。 

（３）受注者は、ガソリン、塗料等の可燃物の周辺に火気の使用を禁止する旨の表示を行い、周辺の

整理に努めなければならない。  

（４）受注者は、伐開除根、掘削等により発生した雑木、草等を野焼きしてはならない。 

１－１－１－28 後片付け

受注者は、工事の全部又は一部の完成に際して、一切の請負者の機器、余剰資材、残骸及び各種の仮

設物を片付けかつ撤去し、現場及び工事にかかる部分を清掃し、かつ整然とした状態にするものとする。 

ただし、設計図書において存置するとしたものを除く。また、工事検査に必要な足場、はしご等は、

監督職員の指示に従って存置し、検査終了後撤去するものとする。 

１－１－１－29 事故報告書


